
Ⅱ－２３６ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

第 ８ 章 環境との調和への配慮 

8.1 計画の概要 

 

 

 

 

8.2 設計の要点 

 

 

基本設計において、環境との調和への配慮に関する概要、検討

内容及びその結果等を記述する。 

 

・「環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計

の手引き１－基本的な考え方・水路整備―」を参考に、当該業

務で検討した内容等を具体的に記述する。 

 なお、水理計算、構造計算等の詳細については、前述の該

当する各章に記述するものとする。 

第 ８ 章 環境との調和への配慮 

8.1 計画の概要 

（例）  当該幹線用水路改修に当たり、県、市町、土地改良区等の関係機関の意見・提言を受けながら、「○○○事業○○

○検討委員会」において環境整備構想が策定され、自然と調和した景観等に配慮した施設整備を行うことで計画決定

されている。 

 

8.2設計の要点 

（例）  既設開水路の○○区域には、○○ボタルが生息している事が確認された。しかし、幹線用水路のパイプライン化に

伴い、一般区間は既設用水路（底幅 1.0m程度の土水路）を取り壊す計画である。 

このため、○○区域周辺においては、○○ボタルの生息の場および○○ボタルの餌となる○○貝等の保護を目的と

して、既設用水路を撤去せず、ホタルの生息に配慮した水路として整備する。 

 

      既設用水路には、生息調査において多くの○○ホタルが生息している。以下に配慮の概要を示す。 

      1)水辺と陸地の連続性を持たせるため、左岸についてはふとん篭を斜めに設置する。 

      2)前年度工事で発生した玉石を水路底に敷き、珪藻類の繁殖を促すと共に、ホタルの幼虫およびその餌となる○

○貝の生育の場とする。 

      3)山側の法面の雑木林は残すと共に、周辺に自生するセリやシダを植えてホタルの成虫の休息場所を造る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図-○.○ 平面図                    図-○.○ 断面図 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ－２３７ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

第 ９ 章 コスト縮減対策 

 

 

 

 9.1 コスト縮減対策の提案等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  9.1.1 ****工に関するコスト

縮減対策の検討 

 

 

 

 

  9.1.2 ****施設に関するライ

フサイクルコスト低

減の検討 

 

 

 

当該業務で実施したコスト縮減対策に関し、検討の視点、内

容及びその結果等、成果物への反映状況を具体的に記述す

る。 

 

・「農業農村整備事業等コスト構造改善プログラム」（平成 20

年 4月 2日付け農村振興局長通知）に基づく、具体的なコ

スト縮減施策の取り組みを行うため、当該業務で検討した

具体的内容を記述する。 

 

・コスト縮減に資する検討項目(新材料や新工法の採用・ライ

フサイクルコストの低減に資する施設の導入・環境負荷の軽

減や環境に配慮した施設の検討等)として、当該業務の受注

者の提案等に基づき実施した検討内容(比較検討の過程や結

果)を整理し記述する。 

 

・また、検討の前段として、上記によりコスト縮減施策を提

案・検討するに至った経緯(提案の前提条件、提案者は甲か

乙か)、検討による効果(縮減費用や環境負荷の軽減内容)等

についても具体的に記述する。 

 

 

第 ９ 章 コスト縮減対策 

 

 

 

 9.1 コスト縮減対策の提案等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  9.1.1 ****工に関するコスト縮減対策の検討 

 

 

 

 

 

  9.1.2 ****施設に関するライフサイクルコスト低減の検討 

 

 



Ⅱ－２３８ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

第 10 章 施工計画 

 

 

10.1 仮設計画 

10.1.1 仮廻し計画 

(1)仮廻し道路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)仮廻し水路 

 

 

 

施工方法・施工手順、支障となる事項及び対応方法について 

記述する。項目については適宜加除する。 

 

・仮廻し道路（迂回路）の幅員、舗装構成、設計速度、道路延

長、保安設備の要否及び施設規模等について記述する｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・仮廻し水路の仮通水量、水路断面、延長等について記述す

る｡ 

 

第 10 章 施工計画 

（例）  本工事の施工方法・施工手順、支障となる事項およびこれに対応する方法を示す。 

 

10.1 仮設計画 

10.1.1 仮廻し計画 

 (1)仮廻し道路 

（例）  工事路線内にある町道(農道)は、現況機能程度の構造で仮廻しを行う。(管理者等との協議による。) 

幅    員 ： ○○.○ m     舗装構成 ： 

設計速度 ： ○○ Km/hr        道路延長 ： ○○○.○ m 

○道仮廻し 

S=1:50 

 

 

 

 

 

 

   (2)仮廻し水路 

（例） 1)工事用用地内にある用水路は、現況機能程度の構造で仮廻しを行う。 

仮用水量 ： ○○.○ m3/s   延    長 ： ○○○.○ m  

用水路仮廻し     

S=1:20 

 

 

 

 

 

2)工事用用地内にある排水路は、現況機能程度の構造で仮廻しを行う。 

仮排水量 ： ○○.○ m3/s   延    長 ： ○○○.○ m  

排水路仮廻し     

S=1:50 

 



Ⅱ－２３９ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(3)交通止め 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・当該工事範囲を交通止めにより施工する場合は、「発注者と

協議し、この区間は交通止めにより、別途示した迂回路を確

保し施工する」と記し、その内容を記述する｡ 

 

 

 

 

 

  (3)交通止め 

（例）  この区間は交通止めにより、別途示した迂回路を確保し施工する計画とする。 

集落への進入は、下図「迂回路路線図」に示すとおり、工事区間が通行止めとなっても他の迂回路を利用すること

ができるので、全面通行止めとして工事を行う。(管理者等との協議による。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３０ 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ－２４０ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

10.1.2 工事用道路計画 

(1)進入路 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

・工事場所までの施工機械（又は管材等の運搬車輌）から定ま

る必要道路幅員、勾配、舗装構成、延長及び用地条件等を記

述する｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.1.2 工事用道路計画 

(1)進入路 

（例）   寄りの国・県道・又は主要地方道から、工事現場に至る進入道路の具備すべき条件としては資材・機材・土砂

等の搬入出に利用し、ダンプトラックあるいは、11t大型トラックの走行を想定して、幅員4.5m以上、縦断勾配10%

以内、 小回転半径12.0m以上を確保する。 

建設機械の全幅は下表の通りであり、進入道路としてはダンプトラック、トレーラ等を考慮し全幅員 4.5m(有効

幅員 3.5m)とする。 

表-○.○ ○○○○ 

機             種 全幅(m) 小回転半径(m) 積載時総重量(t)

ト ラ ッ ク 11t ○.○○ ○.○○ ○.○○ 

ダ ン プ ト ラ ッ ク  ○.○○ ○.○○ ○.○○ 

ト レ ー ラ 20t ○.○○ ○.○○ ○.○○ 

コ ン ク リ ー ト ポ ン プ 車 11t ○.○○ ○.○○ ○.○○ 

ト ラ ッ ク ミ キ サ ー 11t ○.○○ ○.○○ ○.○○ 

当該計画においては、上記の条件を満たす主要地方道、○○線より進入し、現道を利用して現場に進入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           図-○.○ 進入道路位置図 



Ⅱ－２４１ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(2)工事用道路及び搬入路 

 

 

 

・場内工事用道路の幅員、舗装構成、勾配、延長等を記述す

る｡また、搬入路の位置、幅員、勾配、待避所等について記

述する｡ 

 

 

 

(2)工事用道路及び搬入路 

（例）   当該工事は、建造する工作物が管水路(線的工事)であるため、掘削ラインに沿わせて工事用道路を計画する。 

(1.1)幅員 

管布設用のトラック、クレーンのアウトリガー張出幅を確保できる有効幅員とする。 

 

1)使用機械：トラック、クレーン(油圧式)10～11t吊り 

2)アウトリガー張出幅:4.50m 

『○○○○』P○○より使用トラッククレーンのアウトリガー幅を下表に示す。 

尚、アウトリガー幅は制作メーカーにより多少異なるので平均的な幅を示す。 

  

             表-○.○ 規格別アウトリガー幅一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    図-○.○ 工事用道路幅員 



Ⅱ－２４２ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

  A.進入道路が２ヶ所以上あり一方通行等可能な場合 

 

         全幅員   5.50m     有効幅員   4.50m 

 

B.工事が錯綜し、ダンプ、クレーン、ポンプ車等の離合が予想される場合、または他の工区及び一般車の通行がある場

合、トラッククレーン(10～11t 吊)、11t ダンプトラックのすれ違いを想定して 

 

         全幅員 8.50m 有効幅員 7.50m とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         図-○.○ 搬入路幅員 



Ⅱ－２４３ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 図-○.○ 仮設道路の標準断面図 

 

 

 



Ⅱ－２４４ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

10.1.3 仮設ヤード計画 

(1)施工方法 

 

 

 

 

 

 

(2)埋戻し土の仮置き場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)管材の仮置き場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・掘削・管布設・埋戻しの流れを施工機種の配置計画を基に作

成し記述する｡ 

 

 

 

 

 

・路線沿いか、指定地とするかを記述する｡また､その位置を測

点等で表示し必要寸法を記述する｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・路線沿いか、指定地とするかを記述する｡また､その位置を測

点等で表示し必要寸法を記述する｡ 

10.1.3 仮設ヤード計画 

(1)施工方法 

（例）   水路上○○橋直上流に設置する仮設架台（A=○○m2）と水路敷用地の空き地（A=○○m2）を作業ヤードとする。

資材の置き場、管材の仮置きが主となる。また、仮置きから運搬台車へ積み込みのトラッククレーン（20t）を常

時配置する。この作業ヤードは、パイプ固定材、金物等の作業倉庫の用地として使用する。 

この作業ヤードには1)20t吊り用トラッククレーン1台と2)φ○○○○FRPM管○○本（定尺○m）程度をストック

する（L18m×B11m）。3)型枠材4)作業倉庫等 

 

(2)埋戻し土の仮置き場 

（例）   仮置き場は基本的に工事区間の路線沿いを順次借地する。 

基本的な借地範囲は図-○.○の通りで、掘削土量によって埋戻土の幅は増減する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                図-○.○ 仮置き場位置図 

 

(3)管材の仮置き場 

（例）   埋設土の仮置きと同様に工事区間の路線沿いを順次借地する。 

借地の幅は口径+0.5m とする。 



Ⅱ－２４５ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(4)プラント設備 ・プラント設備を計画する場合、プラントを構成する設備機器

類の必要スペース寸法に基づき、設備全体の必要敷地寸法及

び設置位置について記述する｡ 

 (4)プラント設備 

（例）  図-○.○ ○○○○に示した位置に整地した平場をプラント設備ヤードとして使用する。また、このヤードの一部

をベースコンクリート打設ポンプ用配管材の仮置き場として使用する。 

プラント設備の寸法は、プラント、ポンプ及びコンプレッサーの配置から約 15.Om×850m が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  図-○.○ 仮設ヤード平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              図-○.○ 仮設ヤード必要寸法 



Ⅱ－２４６ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

10.1.4 仮設土留計画 

(1)土留工法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・鋼矢板自立方式、切り梁、腹起し等の採用土留工法について

記述する。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.1.4 仮設土留計画 

(1)土留工法 

（例）(1.1)比較対象工法 

工法を選定するにあたっては、地質・地下水位・周辺環境への影響・掘削規模等を総合的に判断して決定す

る。 

本計画においては、以上の点を考慮して下記の3工法を比較対象工法とする。 

素掘工法 

自立鋼矢板土留工法 

鋼矢板切梁式土留工法 

 

※1)親杭横矢板工法は、下記の理由により対象外工法とした。 

(ア)一般的に地下水位がない場合に用いる工法である。 

(相互の親杭間を後施工で、木製の横矢板をはめ込むため遮水性に劣る。) 

(イ)小流量で水替等により安全が確認されれば採用が可能であるが、砂礫地盤で低下水深がh=3.4mと高い

ため横矢板幅が、30～50cmとせまく、矢板目地が多い同工法では、目地からの吸出し等安全な工法と

は言いがたい。 

 

※2)建込み簡易土留工法は、親杭横矢板と同形式であるため、対象外工法とした。 

 

（例） (1.2)検討条件 

掘削工法検討条件を下表に示す。路線を 1～3に区間割りして、区間毎に比較検討を行う。 

 

 

N
o.
2 

  

1 

N
o.
6+
6.
50
 

 

○

○

○

川I
P.
3 

(
No
.1
1+
10
.9
4  

2 

N
o.
36
 

 

  3 

I
P.
7 

(
No
.5
7+
3.
24
) 

 

土 質 

粘土混砂礫（礫質土） 

Bor.1,2-1,3 

マサ（シルト）

Bor.2-2,4 

 

掘 削 高 

4.20～4.30 

(4.25) 

 4.30～6.00 

(5.15) 

6.00～9.50 

(7.75) 

地 下 水 位 GL-3.60m  GL-2.60m GL-5.00m 

 

地下水低下量(ｍ) 

(max) 

0.70 

  

3.40 

 

4.50 

透 水 係 数(cm/s) K=4.28×10-3 K=1.71×10-4 

排 水 量(m3/hr) 3.78  18.0 1.16 

 

         ※排水量は 8.1.5 水替工の項目を参照。 



Ⅱ－２４７ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

  (例) (1.3)比較検討 

1)1、2 区間(礫質土)について前述した 3工法について比較検討する。 

 

       ※各工事費の詳細は、添付資料 P○○に示す。 

  

       従って、1、2区間(礫質土)については、素堀施工とする。 

ケ ー ス 素 掘 工 法 自立式鋼矢板土留工法 鋼矢板切梁式土留工法 

工 法 概 要 工事に支障となるような構造

物がなく、用地に制約がない

場合、 も一般的な工法であ

る。 

素掘工法と同様工事が容易で

工事ヤードも少なくできる工

法。 

切梁式土留工法で素掘工法同

様施工例は多い。掘削に伴っ

て背面から作用する土水圧に

対し矢板の曲げ剛性に加え支

保工にて抵抗する工法。 

施 工 性 一連の作業工程において制約

される条件はなにもなく３案

中 も有利である。 

 

◎

素掘工法同様施工性に優れて

いるが、矢板の打込・引抜き

作業分施工能力は劣る。 

 

○ 

切梁設置後の掘削及び構造物

築造に若干の支障があるもの

の素掘工法と同等の施工延長

は可能である。 

○

周 辺 地 盤 

へ の 影 響 

掘削幅が広くなり、結果とし

て、地盤を乱すことになる。 

○

切梁撤去時及び鋼矢板引抜時

に壁背面の地盤沈下が発生す

る。しかし、当区間において

は支障をきたすものは特にな

く問題はないと考えられる。 

○ 

切梁撤去時及び鋼矢板引抜時

に壁背面の地盤沈下が発生す

る。しかし、当区間において

は支障をきたすものは特にな

く問題はないと考えられる。 

○

工事費 

(諸経費含む) 

(m 当り) 

 

392,000 円 

◎

 

555,000 円 

○ 

 

610,000 円 

△

総合検討 

下記の理由により、素掘工法（法勾配 1:1.1）＋釜場工法を採用する。 

1)削深は、H=4.0～6.0m である。 

2)水田地帯であり、用地に制約がない限り、工事支障物件は見あたらない。 

3)土質は、粘土混砂礫、地下水位は GL-(2.0～3.0)m であり、計画深度よりも低い。 

4)地下水位低下量が小さく、ボイリングの恐れがない。 

5)水替量は Q=4.0～18.0m3/hr と予想され、排水ポンプφ50～φ100、１台で対応可能である。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

   

 

2)3区間(マサ)について前述した3工法について比較検討する。 

掘削対象土がマサになる区間3はマサの特殊性、すなわち、自然状態ではもとの岩石としての構造組織が

残っていて、土砂化した後でも粒子のかみ合わせのために見掛け上、粘着力成分がかなり存在する。一方、掘

乱すと、完全に砂質土になって粘着力成分を失ってしまう。 

そのため掘削直後は急な斜面でも安定するものの、経時変化と共に斜面の風化の進行や除荷による応力緩和

の影響等により透水性が変化し、容易にガリ状の浸食が発生する。これらは全てマサの複雑さに起因するもの

であり、当該区間においても地下水位が高いことより、ボイリング防止のためには十分な対策が必要である。

表-○.○ 比較検討表２ 

ケ ー ス 素 掘 工 法 自立式鋼矢板土留工法 鋼矢板切梁式土留工法 

工 法 概 要  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施 工 性 ・布設クレーンの作業半径が

大きくなるため、工事用道

路を小段の位置まで下げる

必要がある。 

・オープンとなるため、施工

性が非常によい。 

・矢板内もバックホウでの掘

削が可能。 

・クレーンの作業半径は、

R=10m 程度であり、問題な

い。 

・矢板内もバックホウでの掘

削が可能。 

・クレーンの作業半径は、

R=10m 程度であり、問題な

い。 

ボイリング 

に つ い て 

・地下水位が高く、法面が崩

壊する恐れがある。 

・ボイリングに対しては土留

壁を根入れすることによっ

て対応する。 

・ボイリングに対しては土留

壁を根入れすることによっ

て対応する。 

総合検討 

下記の理由により、自立式鋼矢板土留・素掘併用＋釜場工法及びウエルポイント工法を採用する。 

1)掘削深は、H=2.0～3.0m である。 

2)掘削対象土のマサは、比較的、自立性は良好と報告されているが、マサの特性として土粒子の風化途中

のもので物理的に不安定であり、性状にバラツキが大きいことより、一度浸食を起こすと、一気に軟弱

化し崩壊を起こす。 

当該地区は、地下水が高く、又、低下量が大きいことから、素掘工法或いは自立式鋼矢板土留工法で

は、ボイリング現象が生じ掘削不能となる恐れがある。 

 

従って、3区間(マサ土)については、自立式鋼矢板土留工法とする。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(2)施工機種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)施工期間 

 

・打設・引き抜き、切り梁、腹起し材等に必要な施工機種につ

いて記述する｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・仮設材の設置期間を転用回数等から算定し施工期間を記述す

る。 

 

(2)施工機種 

（例）   本設計区間において、仮設土留めが必要な場所は○ヶ所あり、比較検討の結果、本地区の地盤はレキ地盤で地下

水があるため、工法は切り梁式鋼矢板工法を採用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

(3)施工期間 

（例）   当該路線は工事時間帯において全面通行止めとするが、歩道部は生活道路でもあり、工事に支障がないので開放

する。ただし、掘削土は一時仮置場へ般出し、建込簡易土留の転用を考慮して、1回の工事を管10本の埋設（○○

m）として順次進むものとする。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

  (3.1)施工数量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3.2)作業能力の計算 

作業能力は、基準となる作業機械(人力も含む)を基に1時間当たりの作業能力を計算する。 

1)建込簡易土留(幅2.00m) 

建込作業時間 

 

 

 

 

引抜作業時間 

 

 

 

 

1日当り作業時間 

バックホウ運転時間:6.1hr/日 

トラッククレーン運転時間:7.Ohr/日 

 

 

 

 

 

2)水平面仕上げ(基面整正) 

人力――――――――――0.53人/10m2(砂質土) 

日当り作業量 Q=10÷0.53=18.9m2/㎞ 

3)基礎(1～3) 

人力――――――――――0.85人/10m3 

日当り作業量  Q=10÷0.85=11.8m3/hr 

 

表-○.○ 施工数量一覧表 

工種 項目 単位 数量 

施工延長 建込簡易土留 深さ2.00m m 241.80 

土工事 

掘削 砂質土 m3 ― 

基面整正 〃 m2 483.6 

基礎1 砂礫土 m3 106.2 

〃2 〃 〃 150.3 

〃3 〃 〃 150.3 

埋戻1 砂質土 m3 159.1 

〃2 〃 〃 159.5 

〃3 〃 〃 468.7 

配管工事 DCIP-φ800  m 245.6 

 30m当り所要時間 作業能力(m/日) 

平均深さ(m) 建込 引抜 建込 引抜 

2.86 13.2 8.6 13.9 24.4 

2.38 10.9 7.1 16.8 29.6 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

  4)埋戻(1、2) 

人力――――――――――0.68人/10m3 

日当り作業量  Q=10÷0.68=14.7m3/hr 

 

5)埋戻(3) 

振動ローラ(ハンドガイド式) 

 

 

 

日当り作業量 Q=12.96×5.1hr/日=66.1m3/hr 

 

6)配管 

DCIPφ800――――――――1.34hr/本 

日当り作業量  Q=6.1hr/日÷1.34hr/本=4.5本/日 

 

    (3.4)作業日数の計算 

1回の工事に要する時間を下表に計算する。 

 

表-○.○ 1回の工事に要する日数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        従って、一回の施工期間は20日とする。 

 

工種 項目 数量 単位 作業能力 単位 セット数 所要日数

 建込簡易土留健込) 60 m 13.9 m/日 1 4 

 基面整正 120.0 m2 18.9 m2/日 2 3 

 基礎1 26.4 m3 11.8 m3/日 〃 1 

土工事 〃 2 37.3 〃 11.8 〃 〃 2 

 〃 3 37.3 〃 11.8 〃 〃 2 

 埋戻1 39.5 m3 14.7 m3/日 〃 1 

 〃 2 39.6 〃 14.7 〃 〃 1 

 〃 3 116.3 〃 66.1 〃 1 2 

配管工事 配管 10 本 4.5 本/日 1 2 

士工事 建込簡易土留(引抜) 60 m 24.4 m/日 1 2 

 合   計   20 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(4)構造計算 

 

・設定荷重、土質、仮設材の許容応力度等の計算条件を明記し

た構造計算による部材断面、長さ等を記述する｡ 

 

 

 

(4)構造計算 

（例）   設計条件 

       荷 重  背後地に 9.8kN/m2を見込む 

土 質  背後地 低地盤より深さ 2.0m まで 

粘性土  γ=18kN/m3、φ=30゜、C=0kN/m2、N=2 
深さ 2.0m 以下   

砂質土  γ=18kN/m3、φ=30゜、C=0kN/m2、N=38 

地下水  背後地 低地盤より 2.0m                       

鋼矢板の継手剛性率    応力度α = 0.60      

変 位 α = 0.60 

鋼矢板の許容変位      自立式 δa =  0.0 cm          

切梁時 δa = 30.0 cm 
鋼矢板のヤング率               E =  200 kN/mm2 

鋼矢板の許容曲げ応力度       δa  =  270 N/mm
2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              図-○.○ 標準図 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

10.1.5 水替工 

(1)水替工法 

 

 

(2)施工要領 

 

 

 

・ウエルポイント工法、釜場排水法等の水替工法の選定理由を

記述する｡ 

 

・水替工の設置位置、範囲を明記し、施工要領（間隔、延長、

口径、台数）を記述する 
 

10.1.5 水替工 

(1)水替工法 

（例）   地下水位が低く湧水も少量と想定されるので、設備が簡単で設備費も安い釜場排水工法とする。 

 

(2)施工要領 

（例） 

土 質
透水係数

(㎝/s) 

掘削高 

(m) 

地下水低

下量(m)

排水量 

(m3/hr) 
排水設備 

不透水層の位置

(m) 

排水先 

粘土混

砂 礫

○.○○

×10－3 
○.○○ ○.○○ ○.○ φ○○×○台 GL-○○.○ ○○排水路 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

10.2 施工方法 

10.2.1現場条件 

(1)社会的条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)関連工事及び機関名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)産業廃棄物 

 

 

 

 

 

10.2.2準備工 

(1)工事測量 

 

 

 

 

(2)事前調査 

 

 

 

 

・交通関係：施工場所への使用搬入道路名を記載し、通行支障

対策等について記述する｡また、環境関係：周辺農地、通

勤・通学及び住宅地等への環境対策について記述する｡ 

 

 

 

 

 

 

・関連工事名及び本工事に関する関係機関名を記述する｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工事により発生する産業廃棄物について記述し､指定処分

場、指定業者、帳票等による確認方法について記述する｡ 

・また、現場内での再利用（自走式破砕機による再生材利用）

も検討する。 

 

 

・設計図書に基づく、中心線測量に関する既設杭及び新設杭の

座標計算書を記述する。また、現場での用地境界杭の確認方

法について記述する｡ 

 

 

・工事予定路線内の既設構造物の事前調査項目について記述す

る｡(建物、横断橋梁、井戸､道路舗装状況等) 

 

 

10.2施工方法 

10.2.1現場条件 

(1)社会的条件 

（例）   ・交通関係：搬入道路は、国道○号から進入し、県道○○号○○・○○線を使用する。 

 ・環境対策：1)工事現場は常に整理整頓に努め、工事に使用する機械、機具、資材等をほ場や路上に放置しない

ように注意する。 

2)ダンプトラックなどの土砂、資材運搬にあたっては路上への落下防止を考慮し、帆布にて覆う等

の措置を講じる。 

3)重機作業（積・卸作業を含む）に当たっては、一般交通への危険防止及び人家、架線等の損傷防

止のため、見張人の設置又は必要な保護措置を講じる。 

 

(2)関連工事及び機関名 

（例）   ・関連工事：○○○○事業 ○○○○工事 

   ・関係機関： 

 

表-○.○ 関係機関一覧表 

機関名 協議内容 備考 

○○電力 埋設物確認および試掘立ち会い  

○○警察署 通行止めに関する協議  

○○鉄道 路線バスの路線変更協議  

 

(3)産業廃棄物 

（例）   取り壊しにより、コンクリート屑およびアスファルト屑が産業廃棄物として発生する。これらの廃棄物は、県知

事の許認可を受けた処理業者に搬出し、マニフェスト等により処理状況を確認する。 

      なお、現場内での再利用は破砕する作業ヤードが確保できないことから行わない。 
 

 

10.2.2準備工 

(1)工事測量 

（例）     この工事の水準点は、別図に示す KBM.1( EL=○○.○○○m X=○○○○○.○○○ Y=○○○○○.○○○)と

KBM.2( EL=○○. ○○.○○○m X=○○○○○.○○○ Y=○○○○○.○○○)であり、測地 2000 には対応済み

である。仮水準点、用地杭等は現場で確認する。 

 

(2)事前調査 

（例）     工事施工にあたっては、次の諸事項について事前に調査する。 

    1)近接建物 

    2)横断橋梁 
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項    目 記   載   要   領 記   載   例 

 

 

 

10.2.3土工事 

(1)表土はぎ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)掘削 

 

 

(3)埋戻し 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)盛土 

 

 

 

 

 

 

 

・土地所有者名、仮置き及び現況復旧方法、使用機種等につい

て記述する｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・掘削機械の配置方法､掘削機械能力（容量、アーム長）及び

必要台数、仮置き計画、掘削土の場外搬出計画等について記

述する｡ 

・埋戻し材料（発生材、掘削土、購入土等）、転圧方法（人

力、機械）、使用機種、締固めの程度（1 または 2）について

記述する｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・盛土材料積込､運搬、転圧機種について記述する｡ 

 

 

 

       3)井戸 

       4)道路舗装状況 

 

10.2.3土工事 

(1)表土はぎ 

(例)    

 

 

 

 

 

 

 

表土をバックホウ0.6m3級で掘削押土・仮置きする。 

   表土厚は○○cm とする。 

   表土はぎを行う土地の地番および所有者名の一覧を下表に示す。 

 

(2)掘削 

（例）   掘削は、バックホウ 0.6m3とする。 

    

(3)埋戻し 

（例）   1)埋戻し 1 

管頂 0.30m までの埋戻しは、購入土（山土）を機械投入＋人力まき出し＋振動コンパクタ転圧とする。締固

め土は「締固め○」とする。 

      2)埋戻し 2 

管頂 0.60m 以上までの埋戻は、仮置き土を機械投入＋人力まき出し＋振動ローラハンドガイド式転圧とす

る。締固め程度は「締固め○」とする。 

      3)埋戻し 3 

管頂 0.60m 以上路床までの埋戻は、仮置き土をブルドーザ掘削押土し、ブルドーザ敷均し締固め(BD15t)と

する。 

      4)埋戻し 4 

町道復旧路床部より水田側は、仮置き土をバックホウ投入＋人力まき出し＋振動ローラハンドガイド式によ

り転圧する。 

(4)盛土 

（例）   盛土材は原則現場発生土を使用する。ダンプトラック(○○t)で搬入し、人力で一層○○cm 程度にまき出し、振

動コンパクタおよび振動ローラで十分転圧を行う。 

表-○.○ ○○○○ 

町 字 地番 所有者名 備考 

○○町 ○○ 1-1 ○○○○  

〃 〃 2-5 ○○○○  

〃 △△ 14 ○○○○  

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 
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(5)残土処理 

 

 

 

10.2.4基礎工 

(1)コンクリート基礎 

 

 

(2)砂基礎 

 

 

 

 

(3)良質土基礎 

 

 

(4)その他基礎（岩盤、モル 

タル等） 

・残土処分方法について記述する｡ 

 

 

 

 

・施工定規（支承角度、寸法等）、養生方法、材料（配合）計

画書及び施工方法について記述する｡ 

 

(5)残土処理 

（例）   掘削残土は極力リサイクルの観点から埋戻し土として流用する。粘土については残土処理を行う。残土処理は 

バックホウ（○.○m3）によりダンプトラック（○○t）に積込み、建設発生土受入れ地へ運搬し処理する。 

 

10.2.4基礎工 

(1)コンクリート基礎 

（例）   レディーミクストコンクリート（呼び強度○○N、最大粒径○○mm、スランプ○○cm）をコンクリートミキサー

車により運搬・投入し、バイブレーターを使用して十分に締め固める。 

 

(2)砂基礎 

（例）   基礎材（SF 相当品）を用いて所定の位置まで埋戻す。材料は機械投入（バックホウ 0.6m3）＋人力まき出しを

し、「基礎 1)」は振動ローラハンドガイド式、「基礎 2)」は振動コンパクタで転圧する。締固め程度は「締固め

○」とする。 

 

(3)良質土基礎 

（例）   該当なし 

 

(4)その他基礎（岩盤、モルタル等） 

（例）   該当なし 
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項    目 記   載   要   領 記   載   例 

10.2.5管体工 

(1)管割図 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)管の運搬方法 

 

 

 

 

 

 

(3)管の搬入計画 

 

 

・管割図を作成し添付する｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工場からの運搬方法、荷卸し機械、現場での外視検査方法

について記述する｡ 

 

 

 

 

 

・施工条件に合った管材の搬入計画等について記述する。 

10.2.5管体工 

(1)管割図 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)管の運搬方法 

（例） (2.1)運搬・荷卸し 

 管を積載したトレーラーを仮置き場まで進入させ、待機中のトラッククレーン（20t 吊り）にて車上受け渡し

として計画する。 

       (2.2)現場搬入時検査 

 鋼管が現場に搬入、安全に設置されたならば、管割図に基づいて、工場検査証・日本水道協会検査証と管の

No等、管厚・管長・管径・外観検査等を行ない承認する。 

(3)管の搬入計画 

（例）   管の搬入は県道○○線から市道○○線を利用して搬入する。 



Ⅱ－２５８ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(4)管の仮置き 

 

 

 

 

 

(5)管布設方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.2.6附帯構造物工 

 

 

 

・仮置き方法、仮置き場の安全計画等について記述する。 

 

 

 

 

 

・管の吊り込み方法、布設断面内への引き込み方法、計画管中

心高の設定方法、管接合方法、継目試験方法等について記述

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象構造物について施工順序ﾌﾛｰ図を作成する（A-3 程度に取

りまとめる） 

 

 

(4)管の仮置き 

（例）  ・管は、道路と平行に工事用地内に並列に置き、くさび止め等を施して仮置きするか、もしくは、搬入車両から直

接布設する。 

・仮置き場も、出入り口には部外者立入禁止の表示板等を設置する。 

・仮置き場の一般道路に面している個所は、固定柵などを設け部外者の立ち入りを禁止する。 

 

(5)管布設方法 

（例）  ・管の吊り込みおよび引き込み方法 

管の吊り込みは、現場条件よりトラッククレーン（20t）にて行う。吊り込みに際しては、所定のナイロンス

リング又はワイヤーロープを使い、２本吊り、吊り角度 60°以下とする。また、管が矢板、切梁や吊り降ろ

し済みの管などに衝突することの無いようにする。 

・計画管中心高 

管の中心線及び基準高の遺方を下図のように設置する。 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ 基準高の遺方 

     ・管の接合 

挿入機を用いて内面接合を行う。内面高所作業には、中心角 120°の位置に足場を用意する。 

     ・通水試験 

       継目試験は、「土木工事施工管理基準」に準拠して行うものとし、原則として全継手箇所を検査する。 

       試験可能勾配は 1/○○○以下とする。 

              試験内圧は第５章水理計算で決定した設計内圧とする。 

 

10.2.6附帯構造物工 

    1)排泥工の施工要領 

 

 

 

 

掘削（床堀） 排泥工（基礎） 排泥工（排泥室） 

埋  戻 1 埋 戻 2 



Ⅱ－２５９ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

10.2.7管理用道路工 

(1)不陸整正工 

 

(2)路盤工 

 

 

 

(3)表層工 

 

(4)排水処理工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.2.8 産業廃棄物処理工 

(1)産業廃棄物処理材 

 

(2)処理業者名 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.2.9原形復旧工 

 

・路床部の不陸整正、転圧方法について使用機械名を記述す

る。 

・路盤材名、敷均し、転圧方法について使用機種を記述する。 

 

 

・表層材名、敷均し、転圧方法について使用機種を記述する。 

・側溝規格、排水処理先等について記述する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工事により産業廃棄物として発生する、アスコン、コンク

リート材、二次製品名等を記述する｡ 

・処理業者の工場名、住所､処理能力について記述する｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ヤード、仮置き等の用地復旧工について記述する｡ 

・水路敷内の既設構造物の復旧工について記述する｡ 

・仮設工事に伴う既設構造物及び舗装等の撤去復旧工について

記述する｡ 

10.2.7管理用道路工 

(1)不陸整正工 

（例）   ブルドーザ（BD15）により地山掘削を行う。 

(2)路盤工 

（例）   路盤の厚さは所内基準 P○○により 30cm とし、RC-40（再生クラッシャーラン）を一層の仕上がり厚さを 15cm

で施工する。 

   敷均しはブルドーザ（BD15）で行い、ロードローラーにより締固める。 

(3)表層工 

（例）   該当なし 

(4)排水処理工 

（例）   管理用道路を横断勾配3%の片勾配として下図の位置に側溝（U-450）を施工する。縦断勾配は1/700～1/1000と

し、○○排水路に排水する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

10.2.8産業廃棄物処理工 

(1)産業廃棄物処理材 

（例）   取り壊しにより、コンクリート屑およびアスファルト屑が産業廃棄物として発生する。 

(2)処理業者名 

（例）   県知事の許認可を受けた下記の処理業者に搬出する。 

処理材 業者名 処理場所在地 処理能力 運搬距離 

鉄筋コンクリート殻 ○○リサイクルセンター ○○市○○町○○ ○○○t/日 約○○㎞ 

…
 

…
 

…
 

 

…
 

○○○○○殻 ○○○○○○ ○○市○○町○○字○○ ○○○t/日 約○○㎞ 

 

10.2.9原形復旧工 

（例）   工事に使用した用地は、工事完了後すみやかに原形に復旧する。筆界等を復旧する場合は、土地関係者の立会い

を得て実施する。 

 



Ⅱ－２６０ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

10.3 工程計画 

(1)施工日数 

 

 

 

 

 

・準備工、仮設工事、土工事、基礎工、管体工、附帯構造物

工、管理用道路工、産業廃棄物処理工、原形復旧工、通水試

験及び後片付けまでの各工種毎の施工日数を算出し記述す

る｡ 

 

10.3工程計画 

(1) 施工日数 

(例)    

1)準備工(表土掘削・仮廻し道路設置・仮設道路設置等準備工) 30日 

2)管体工[別途作業日数より] 126日 

3)復旧工  

路床工(485m3÷566.1m2/日+485m3÷583.2m3/日)×30÷18 =  2.8日 

舗装工  下層路盤   576.0÷1300m2/日×30÷18=  0.7日 

上層路盤  558.0÷1200m2/日×30÷18= 0.8日 

表 層 工  846.0÷1900m2/日×30÷18= 0.7日 

水田・用水路復旧  

基礎整地   3.6ha÷0.92ha/日÷2台×30÷18= 3日 

表土戻し  2.8÷0.094×30÷18= 13日 

表土整地  3.6÷0.61÷2×30÷18= 5日 

畦畔復旧  932.0m÷213m/日÷4×3÷18= 2日 

※復旧工は、競合作業とする。 19日 

4)後片付け 15日 

 ①＋②＋③＋④＝190日 

 

          

     作業日数算定表（50m当たり） 

項目 日数 

1)BH掘削 19800m3÷511.9m×50m÷(53.1m3/hr×5.6hr)×30日÷18日=10.8日 

2)基盤面仕上げ                2.5㎡/m×50÷(10.0÷0.64×5)×30÷18= 2.7日 

3)基礎工1                  1.68m3/m×50÷(10.0÷0.6×4.3)×30÷18= 2.0日 

4)管布設                       50m÷4m/本×8.51本/日×30÷18= 2.4日 

5)基礎工2                   1.77m3/m×50÷(10.0÷0.2×5人)×30÷18= 0.6日 

6)基礎工3                   10.6m3/m×50÷(10.0÷0.2×5人)×30÷18= 3.5日 

7)埋戻し2(ハンドガイド)       2410m3÷511.9m×50÷(12.96×4.4hr×2台)×30÷18= 3.4日 

8)埋戻し3(ブル)              4920m3÷511.9m×50÷(58.38×6.1hr)×30÷18= 2.2日 

合計 27.6≒28.0日 

  

水替え工は50m当たり掘削中間～埋戻しⅢまでとする。 

10.8/2+(2.7+2.0+2.4+0.6+3.5+3.4+2.2)=22.2≒22日計上する。 

 

 

 



Ⅱ－２６１ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(2)工程計画表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.4 安全計画 

(1)資材搬入対策 

 

 

 

 

(2)環境影響対策 

 

 

 

 

 

 

 

(3)既設埋設物対策 

・上記による工程計画表をバーチャートまたは、ネットワーク

で作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資材搬入時の車輌重量制限橋梁等の有無、待避所の確保、バ

ス路線対策等の資材搬入対策について記述する｡ 

 

 

 

・工事による周辺地区への騒音、濁水、塵埃等の環境影響対策

について記述する｡ 

 

 

 

 

 

 

・電気、ガス、水道その他管渠、ケーブル等、既設埋設物の安

全対策について記述する｡ 

(2)工程計画表 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.4安全計画 

(1)資材搬入対策 

（例） 当該路線 No.○○+○○を横断する県道○○線は○○鉄道バスのバス路線であるが、周囲に迂回する道路が無く、通

行止めも出来ないことから、道路横断位置の宅地を借地して仮設道路を設置する。工事中は終日１車線の交互通行とす

る。添付資料 P○○に計画平面図を示す。 

 

(2)環境影響対策 

（例）  1)工事現場は常に整理整頓に努め、工事に使用する機械、機具、資材などをほ場や路上に放置しないように注意す

る。 

2)ダンプトラックなどの土砂、資材運搬にあたっては路上への落下防止を考慮し、帆布にて覆うなどの措置を講じ

る。 

3)重機作業（積・卸作業を含む）に当たっては、一般交通への危険防止及び人家、架線などの損傷防止のため、見

張人の設置又は必要な保護措置を講じる。 

 

(3)既設埋設物対策 

（例）   掘削断面内に移設できない地下埋設物がある場合には、試掘段階から本体工事の埋戻・路面復旧の段階までの

間、適切に埋設物を保護し、維持管理する。 

埋戻・路面復旧時には、地下埋設物の位置、内容等の留意事項を管径作業員に周知徹底する。 

 



Ⅱ－２６２ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

第 11 章 工事特別仕様書 

 

 

 

11.1 現場条件 

(1)地質 

 

(2)隣接工事 

 

(3)騒音／振動／防塵 

 

(4)産業廃棄物処理 

(5)交通対策 

 

(6)濁水処理対策 

 

11.2 指定仮設 

(1)工事用道路 

(2)土捨て場及び仮置き場 

(3)仮排水施設 

(4)土留、その他 

 

11.3工事用地 

(1)借地 

(2)境界杭 

 

  

11.4工事用材料 

 

 

 

 

11.5 施工方法 

 

第 12章 数量計算書 

工事特別仕様書の書式・項目は「工事特別仕様書記載例

等に準じて作成する｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数量計算書は「土地改良工事標準積算マニュアル(案)」に基づ

いて作成する。 

第 11 章 工事特別仕様書 

「工事特別仕様書記載例」等に準じて作成する｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 12章 数量計算書 

「土地改良工事標準積算マニュアル(案)」に基づいて作成する。 

 

 


